
基本目標2

いきいきと健やかで明るい笑顔があふれるまち

【健康・福祉・医療分野】



基本目標２　いきいきと健やかで明るい笑顔があふれるまち【健康・福祉・医療分野】

施策 ２－１　健康づくり・健康管理の推進

【めざすまちの姿】

H30事業費（千円）

特定財源
一般財源 H30 H31 H32

8,926

8,926

0

2,950

0

2,950

191,277

7,853

183,424

1,351

868

483

55

0

55

167

0

167

1,285

504

781

2,157

0

2,157

禁煙応援プロジェクト事業

本市の喫煙率が全国平均に比べ高く、たばこは生活習慣病の要因になっている
ことから、禁煙希望者を募集し3か月間の禁煙チャレンジを支援する。また、禁煙
実施施設の認定、禁煙ステッカー交付を進め、禁煙に取組む施設を公表し公共
施設等の受動喫煙防止を推進する。

継続

健康増進課

6

8 継続いきいき健康マイレージ事業
様々な健康づくりメニューを実践した方にポイントを付与し、貯まったポイントに応
じて、施設利用券や図書カードと交換し、健康づくりに無関心層の関心を高め、参
加者を増やすと共に健康づくりへの意欲を醸成し健康寿命の延伸を目指す。

地方創生
事業

担当課

2 内部被ばく検査事業
白河厚生総合病院に設置したホールボディカウンターにより検査を実施し、市民
の健康不安の軽減と健康管理を行う。

継続 健康増進課

区分

健康増進課1 外部被ばく検査事業
中学生以下の希望者にガラスバッジ外部被ばく積算線量計を配布し、一人ひとり
の生活実態に即した線量を把握することで、健康不安の軽減と健康管理に反映
させる。実施回数を1回とする。

継続

　市民が健康づくりと疾病予防に関心を持ち、自主的な健康増進活動が活発化されることで、健康で生きがいを持ち自
立した生活が送られるとともに、あらゆる世代の健やかな暮らしを支える良好な社会環境の構築により、健康寿命が伸
びています。

No 事業名 事業概要
3ヵ年の事業計画

健康増進課

スリムアッププロジェクト事業

生活習慣病の予防、改善には肥満の解消が重要である。特定保健指導におい
て、改善はみられているが、国保加入者に限定されている。そこで、全市民を対
象に、BMI24以上で減量にチャレンジする方を募集し、３ヵ月で３Kｇ以上減量した
方を表彰する。

継続

3

4 こども支援課フッ素事業

乳幼児期から小・中学生においてフッ化物を活用し歯質の強化を図りむし歯を予
防する。3歳児までは、フッ素塗布、4歳以上の幼稚園・保育園の園児、小学校の
児童並びに中学校の生徒に、フッ素洗口を実施する。フッ素洗口事業を実施して
いない学校にも拡大する。

継続 Ⅱ(2)

予防接種事業
定期接種及び定期外である「おたふくかぜ」、「ロタウイルス」及び「妊娠希望者等
の風しん」のワクチン接種等を実施し、費用負担の軽減と子育てしやすい環境づ
くりを図る。

継続 Ⅱ(2)

健康増進課

健康増進課

健康増進課

7

5

へる塩プロジェクト事業
高血圧症の発症や予防を目的とした減塩教室やへる塩健康応援店の募集など
に加えて、学童期の塩分摂取量推定簡易計算式【白河モデル】を開発し、子育て
家庭から減塩の意識を高めていく。

拡充



5,407

5,407

0

61,029

61,029

0

1,998

1,998

0

1,364

0

1,364

2,518

0

2,518

※地方創生事業･･･「白河市みらい創造総合戦略」（平成27年10月策定）に基づく主要な事業について、総合戦略に掲げる「基本目標」と「具体的な施策」の番号を示している。以下同じ。

こども支援課12
母子健康支援事業
（乳幼児育成指導事業）

発達の遅れの可能性がある乳幼児を対象に、集団遊びなどを通して早期から専
門的ケアを定期的に受けられるよう事業の一部を委託する。

新規 Ⅱ(2)

拡充

11 国民健康保険制度啓発事業
重複頻回受診者を訪問し、病状や受診状況を確認し、適切な医療受診や健康管
理を指導する。

継続

10

国保年金課

国保年金課特定健康診査事業

生活習慣病の予防及び重症化を防止することにより健康寿命を延ばし、医療費
適正化につなげるため本事業を実施しているが、平成２６年度から「心電図検
査」、「眼底検査」、「貧血検査」を加え検査項目を充実することにより、受診率の
向上を図っている。

健康増進課13
第二次いきいき健康しらかわ２
１計画策定委託事業

保健計画の中間評価並びに後期計画（平成31年度～35年度）及び自殺対策計
画策定にあたり、調査、分析、計画策定作業を業者に委託する。

新規

健康増進課
国保年金課

9
特定保健指導・重症化予防事
業

特定健診結果から保健指導や療機関の受診が必要となった方に対して、医療機
関と連携を図りながら適切な受診や生活習慣の改善を支援し、重症化予防に取
組む。

継続



基本目標２　いきいきと健やかで明るい笑顔があふれるまち【健康・福祉・医療分野】

施策 ２－２　医療体制の充実

【めざすまちの姿】

H30事業費（千円）

特定財源
一般財源 H30 H31 H32

2,747

0

2,747

1,163

0

1,163

2,267

0

2,267

9,937

0

9,937

19,800

0

19,800

2,984

0

2,984

855

0

855

1,161

0

1,161

健康増進課8 医療人材確保支援事業
白河地域の看護師不足に対応するために、白河医師会白河准看護学院の安定
的な運営を支援する。

継続

Ⅱ(2)

健康増進課3 小児平日夜間救急医療事業
子どもの健康を守り、安心して子育てができる環境の向上に資するため、夜間に
おける小児初期救急医療体制の整備充実を図る。

継続 Ⅱ(2)

健康増進課

1 在宅当番医制事業 休日における初期救急医療体制の確保を図る。 継続 Ⅱ(2) 健康増進課

7
みんなが安心できる地域医療づ
くり事業

市民の適正な医療機関の受診方法について啓発を行う。また、医学部生を対象
に地域医療体験研修j事業を実施し、将来の医師確保に向けての布石とする。

継続

健康増進課

4 病院群輪番制事業 休日・夜間に入院治療を要する重症患者に対し、二次救急医療の確保を図る。

地方創生
事業

担当課

5 救急医療体制強化支援事業
救急搬送を受け入れている二次救急医療機関に対し、本市及び西白河郡内町
村で医師の確保を支援し、救急搬送の応需 受率向上を図り、救急医療体制を強
化する。

継続 Ⅱ(2) 健康増進課

区分

継続 Ⅱ(2) 健康増進課

2 休日歯科診療事業 休日における歯科診療体制の確保を図る。 継続

　市民一人ひとりが「かかりつけ医」を持ち、身近な地域で適切な医療を受けられています。
　休日や夜間の急病に対して、誰もが安心して医療を受けられる体制が整っています。
　国の制度等の変更や社会経済情勢の変化に柔軟に対応した国民健康保険制度の健全な運営が図られています。

No 事業名 事業概要
3ヵ年の事業計画

6 健康増進課脳外科診療体制維持確保事業 24時間365日切れ目のない医療を提供するため、脳外科診療体制を支援する。 継続 Ⅱ(2)



7,000

0

7,000

健康増進課9 医療機関新規開業支援事業
安心して暮らせる医療体制を確保するため、不足する小児科又は在宅療養診療
所を新たに市内で開業する医師に対して奨励金を支給する。

新規 Ⅱ(2)



基本目標２　いきいきと健やかで明るい笑顔があふれるまち【健康・福祉・医療分野】

施策 ２－３　子育て支援の推進

【めざすまちの姿】

H30事業費（千円）

特定財源
一般財源 H30 H31 H32

12,552

8,368

4,184

249

0

249

2,283

1,522

761

2,072

2,072

0

11,584

11,584

0

360

0

360

3,178

1,109

2,069

142

0

142

5

7
すこやか相談・フォローアップ訪
問事業

保育園・幼稚園の４歳児を対象に「すこやか相談会」を実施し、保護者の子育て
に関する悩みや心配事に応じるとともに、相談会後のフォローアップに努め継続
的な支援を行う。併せて、保育園・幼稚園の保育力向上も図る。

継続

8 子育て支援アプリ活用事業

6 子育てサロン推進事業
子育てを楽しめる環境づくりを促進するため、乳幼児及びその保護者が気軽に集
い交流し、仲間づくりを行う場を運営する団体に対し、その費用の一部を助成す
る。

こども支援課

こども支援課

4

1

2 Ⅱ(2)

区分
地方創生

事業
担当課

こども支援課

地域子育て支援拠点事業
乳幼児とその保護者が気軽に集い、語り合い、交流する場を設け、必要に応じて
育児相談や子育て情報の提供を行うことにより、子育てを支援する。

拡充 Ⅱ(2)

子育て支援ガイドブック作成事
務

妊娠・出産・育児・子育て支援に関する情報を一元化し、行政サービスや各種手
当、相談窓口などをわかりやすく情報提供するとともに、広く市民に周知すること
で、出産や育児など、子育てに対する不安の軽減を図る。

こども支援課3

未就学児を持つ引きこもりがちな親を対象に、地域の子育て経験者が定期的に
家庭を訪問し、地域社会との関わりを手助けし、孤立化や児童虐待の未然防止
につなげる活動を支援する。平成30年度からは、現在の子育て期の訪問に加
え、妊娠期の訪問（産前訪問）も実施し、事業の更なる充実を図る。

こども支援課

　子どもと保護者の保育ニーズに合わせたきめ細やかなサービスを提供することにより、子育てに対する不安も減り、子
どもは伸び伸びと心身とも健やかに成長しています。
　子育てに伴う経済的負担の軽減を含めた総合的な支援策を充実・拡充することにより、子どもを安心して産み、子育て
しやすいまちが形成されています。

No 事業名 事業概要
3ヵ年の事業計画

Ⅱ(2)継続

継続

継続 Ⅱ(2)
家庭訪問型子育て支援（ホーム
スタート）事業

保育元気アップ緊急支援事業
保護者の放射性物質への不安や児童の運動不足が生じていることに対して、保
護者への相談事業や児童の運動量の確保、外遊びなどの自然と触れ合う機会
の増加を図る。

ファミリーサポートセンター委託
事務

子育てを手伝って欲しい人と子育てを手伝ってあげたい人が会員となり、子ども
の一時的な預かりや保育園・幼稚園等への送迎などの子育てを支え合う事業を
支援する。

継続 Ⅱ(2)

市の子育て支援の取組みや子育てサロン、遊び場等の情報をスマートフォン向
けの子育て支援・応援アプリを活用して迅速に分かりやすく発信し、情報提供を
行う。

こども育成課

Ⅱ(2) こども支援課

継続 Ⅱ(2)

こども支援課Ⅱ(2)継続



50

0

50

13,312

13,305

7

132,422

97,837

34,585

292,663

152,101

140,562

2,842

1,644

1,191

5,000

0

5,000

56,663

1,354

55,309

500

0

500

6,113

800

5,313

48,524

45,568

2,956

90,857

90,857

0

Ⅱ(2) こども育成課

17 乳幼児健康診査事業

4か月児・１歳児・１歳６か月児・２歳児・３歳児を対象に発達の節目で健診を行
う。発達支援や虐待予防に重点を置いた問診・指導を行なうとともに、歯科指導・
栄養指導などの内容を充実させる。１歳児・１歳６か月児・２歳児・３歳児を対象
に、健診と同時にフッ素塗布を行う。

継続 Ⅱ(2) こども支援課

18 病児保育事業
病気の治療中または回復期にあり、保育園や家庭での保育が困難なこどもを一
時的に預かり、保護者の育児への負担軽減を図るための施設を整備する。

拡充

9

市内各地域に広場やサロンを拡充するためには、子育て支援員の育成が必要不
可欠となる。そこで、子育て支援関係団体等、地域において子育て支援の業務に
関心のある方及び従事する方を対象に、受講経費の一部を助成し、担い手の確
保、資質の向上を図る。

継続 Ⅱ(2)子育て支援員研修補助

11 放課後児童クラブ運営事業
保護者の就労等の理由により放課後留守家庭になる児童に遊びと生活の場を
提供し、健全育成を図る。

こども支援課

12 こども支援課

13

10 保育園給食検査体制整備事業
市内の公立・私立保育園に放射能測定システムを整備、検査員を配置し、食材
等を検査することにより、保育園給食の安全・安心を確保する。

継続 Ⅱ(2)

母子訪問指導事業

妊産婦・乳幼児の家庭訪問を実施し保健指導を行い、健やかな子育てを支援す
る。生後4ヶ月までの乳児のいる家庭を全戸訪問するこんにちは赤ちゃん訪問事
業、養育支援が必要な家庭を訪問する養育支援訪問事業と一体的に事業を実
施する。

継続 Ⅱ(2)

こども医療費助成事業
児童の健全な育成と更なる福祉の増進を図るため、出生から18歳までの入院・
外来に係る医療費の保険診療分一部負担金を助成する。

継続 Ⅱ(2)

こども支援課

継続 Ⅱ(2) こども育成課

こども育成課

16 「ふれあいの場」創出事業
少子化問題への解決策として、県南地域の独身男性を対象に県南９市町村で連
携し、結婚支援事業を行う。「世話やき人」の発掘、育成及び企業間婚活支援な
ど、今までの事業をさらに進めた事業展開を行う。

こども支援課

15 妊産婦健康診査事業

妊婦一般健康診査費用15回分の助成を継続して実施する。また、産後1ヶ月の健
診に産後うつ質問票を追加して実施することにより、出産後の身体的・精神的な
不安を解消し、母子ともに安心できる環境を整え、産後の初期段階における母子
に対する支援を強化し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を
整備する。

継続 Ⅱ(2) こども支援課

14 継続

継続 Ⅱ(1) 生活防災課

子どもを希望しながらも恵まれない夫婦へ特定不妊治療及び男性不妊治療の治
療費の一部を助成する。 Ⅱ(2)特定不妊治療費用助成事業

19 待機児童対策事業
保育施設の待機児童を解消するため、白河保育園（事業主体：白河市社会福祉
協議会）の移転改築（定員60人⇒120人）に対し、事業費の一部を補助する。
※2か年事業

拡充 Ⅱ(2) こども育成課



720

720

0

2,605

1,305

1,300

6,540

0

6,540

87,118

2,384

84,734

1,228

814

414

2,983

0

2,983

1,800

0

1,800

38,190

0

38,190

204,300

136,200

68,100

14,469

0

14,469

28 認定こども園整備事業
認定こども園ぼだい樹（郭内）が実施する幼保連携型施設の大規模改修に対し
て、事業費の一部を補助する。

新規 Ⅱ(2) こども育成課

29
白河っ子すくすく赤ちゃんクーポ
ン券支給事業

未来を担う子どもの健やかな成長を願い、経済的負担を軽減（おむつ、おしりふ
き、ゴミ袋等と交換できる3万円分のクーポン券を交付）することで、安心して子育
てができる環境を整備する。

新規 Ⅱ(2) こども支援課

26 保育士確保対策事業
民間保育園等の保育士不足に対応するため、人材派遣会社の紹介により保育
士を採用する際の紹介料に相当する額を補助する。

新規 Ⅱ(2) こども育成課

27 保育士等賃金改善事業
待機児童対策として、保育施設の受け入れ可能人数に見合った保育士や幼稚園
講師を確保するため、保育士等の処遇改善（一人当たり月平均約3万6千円の給
料増額）を実施する。

新規 Ⅱ(2) こども育成課

25
白河市子ども・子育て計画の次
期計画策定

現在の白河市子ども・子育て計画は平成26年度に策定し、計画期間を平成27年
度から平成31年度までの5年間としている。平成31年度には次期計画を策定する
ことから、平成30年度は計画策定に係る「ニーズ調査」を実施する。

新規 Ⅱ(2) こども支援課

23 就学援助事業
就学困難と認められる児童生徒の保護者に対して、学用品費や給食費など必要
となる経費の援助を行う。

継続 Ⅱ(2) 学校教育課

24 子育て世代包括支援センター事業
妊娠期から子育て期にわたり切れ目ない支援を実施するため関係機関との連携
強化を図り、育児不安の解消、虐待予防に努め、健やかな子育てを支援する。

拡充 Ⅱ(2) こども支援課

20 子どもの居場所づくり支援事業
ひとり親家庭を含む高校生以下の子どもを対象に、子どもが集まる居場所をつく
り、悩み相談、基本的な生活習慣の習得支援、学習支援及び食事の提供等を行
うことで、子どもの生活向上を図る。

継続 Ⅱ(2) こども支援課

21
ひとり親家庭ジョブサポート事
業

ひとり親家庭の親に対して、生活の安定と自立のために寄り添う「就業支援専門
員」を配置し、就業支援体制を確保する。

継続 Ⅱ(2) こども支援課

22
ひとり親家庭キャリアアップ応援
貸付事業

資格取得のために養成機関で修業中のひとり親家庭の親に対して、生活費月5
万円（子どもの人数のより加算有り）を貸し付けるとともに、修業終了時に一定の
条件を満たした場合にはその返還を免除し、経済的自立を支援する。

継続 Ⅱ(2) こども支援課



基本目標２　いきいきと健やかで明るい笑顔があふれるまち【健康・福祉・医療分野】

施策 ２－４　高齢者福祉の推進

【めざすまちの姿】

H30事業費（千円）

特定財源
一般財源 H30 H31 H32

17,950

17,950

0

2,508

737

1,771

1,388

133

1,255

350

350

0

785

0

785

6,467

0

6,467

308

0

308

500

0

500

　高齢社会に対応した介護・保健福祉・生きがいづくりなどの各種取組みを計画的に進めることで、高齢者を含めたすべ
ての市民が個人の尊厳を保持しながら、住み慣れた地域で心身ともに健やかに暮らしています。

No 事業名 事業概要
3ヵ年の事業計画

区分
地方創生

事業
担当課

高齢福祉課

2
白河市老人クラブ連合会運営
事業

高齢者の生きがいづくりのための多様な社会活動支援として、白河市老人クラブ
連合会への助成を通じて単位老人クラブの運営費を助成する。

継続 高齢福祉課

1
要介護高齢者介護激励金給付
事業

要介護３・４・５の認定を受けた６５歳以上の高齢者を在宅で介護している方に対
し、毎年激励金を支給する。

継続

高齢福祉課

4 老人クラブ友愛訪問事業
老人クラブが行う一人暮らし高齢者及び寝たきり高齢者等に対する訪問による安
否確認活動の経費を愛の基金を活用し助成する。

継続 高齢福祉課

3 老人クラブ活動特別事業
老人クラブ連合会が各地域において工夫を凝らして行う事業に要する経費及び
連合会の運営費を助成する。

継続

高齢福祉課

6 緊急通報システム事業
６５歳以上の一人暮らしの方や６５歳以上の寝たきり又は認知症の高齢者を抱え
る高齢者世帯等を対象に、急病や事故等の緊急時に通報できるペンダント式の
緊急通報装置を貸与する。

継続 高齢福祉課

5
車イス同乗軽自動車貸出事業
（４地域）

自力歩行が困難な高齢者や障がい者の通院等の外出用として、車椅子同乗軽
自動車や昇降シート付軽自動車を貸出す。

継続

7 高齢者日常生活用具給付事業
６５歳以上の一人暮らしの方を対象に、自動消火器、火災警報機、電磁調理器を
給付する。

継続 高齢福祉課

高齢福祉課8 寝具乾燥業務委託事業
６５歳以上の一人暮らしの方や要介護３・４・５の認定を受けた６５歳以上の寝た
きりの方を対象に、月に１回、寝具類の丸洗い・乾燥を行う。

継続



1,138

0

1,138

518

0

518

3,387

3,276

111

3,300

1,155

2,145

6,361

4,098

2,263

652

421

231

8,942

5,171

3,771

4,000

2,310

1,690

2,382

1,376

1,006

4,084

2,358

1,726

76,060

43,923

32,137

15

高齢者サロンあったかセンター
事業（介護保険特別会計）

高齢者が歩いて行ける範囲を目安に、高齢者が気軽に集まり地域の住民と触れ
合うことができる高齢者サロン「あったかセンター」の設置を推進しその運営費を
助成するとともに、運営に携わる高齢者サポーターを養成する。

拡充

高齢者相談員・訪問員設置事
業（介護保険特別会計）

７０歳以上の一人暮らしの方又は７０歳以上の方のみの世帯で希望する方（世
帯）を対象に、定期的に自宅に電話をかけて安否確認を行う。　また、７０歳以上
の一人暮らしの方と７５歳以上の方のみの世帯を対象に、市が計画的に自宅を
訪問し安否確認を行う。

継続

18
あったか訪問収集事業
（介護保険特別会計）

自力でごみを集積所へ出すことが困難で身近な人の協力が得られない６５歳以
上の一人暮らしの方等を対象に、ごみの訪問収集と安否確認を行う。

継続

高齢福祉課14

13

9 生きがいデイサービス事業
要支援・要介護認定を受けていない６５歳以上の一人暮らしの方及び総合事業
対象者でない６５歳以上の一人暮らしの方を対象に、月に１回程度、施設でレクリ
エーション等を行う。

継続 高齢福祉課

高齢福祉課

11
はり、きゅう、マッサージ等施術
費助成事業

７０歳以上の方または身体障害者手帳１級・２級の交付を受けている６５歳以上
の方を対象に、はり・きゅう・マッサージの施術を受ける際に使用できる助成券（１
回１，０００円）を年間６枚交付する。

継続 高齢福祉課

10
要介護高齢者巡回理・美容券
交付事業

要介護４・５の認定を受けた６５歳以上の在宅の方を対象に、家庭で理・美容師に
散髪してもらう際に使用できる助成券（１回２，５００円）を年間５枚交付する。

継続

高齢福祉課12 高齢者等住宅改修助成事業
要支援・要介護認定を受けていない６５歳以上の方を対象に、転倒防止等のため
に行う自宅改修に要する経費の一部を助成する。

継続

高齢福祉課17
食の自立支援事業
（介護保険特別会計）

６５歳以上の一人暮らしの方又は６５歳以上の方のみの世帯で、身体の障がい
等の理由により食事の用意が困難な方（世帯）を対象に、週に３回を限度に昼食
の配達をし安否確認を行う。

継続

16
在宅高齢者介護用品支給事業
（介護保険特別会計）

市民税非課税世帯に属する要介護４・５の認定を受けた６５歳以上の高齢者を在
宅で介護している家族の方を対象に、紙おむつ等の介護用品と引き換えできる
サービス券（月一回５，０００円限度）を月数分交付する。

継続 高齢福祉課

高齢福祉課

高齢福祉課

介護支援いきいき長寿ポイント
事業（介護保険特別会計）

高齢者が登録施設で行った介護支援活動に対して換金可能なポイントを付与し、
高齢者の外出促進、社会参加、健康維持増進を図り介護予防につなげる。

継続

高齢福祉課

19
地域包括支援センター運営事業
（介護保険特別会計）

高齢者が住みなれた地域で安心して暮らせる地域づくりを推進するため、地域包
括ケアシステムの中核的機関である地域包括支援センターを1箇所増設（計3箇
所）し、ケア体制を強化する。

拡充 高齢福祉課



130

75

55

144

83

61

206

119

87

706

408

298

2,684

1,553

1,131

8,604

4,968

3,636

6,242

3,604

2,638

654

423

231

1,337

430

907

169,074

109,051

60,023

2,214

1,428

786

30
高齢者居場所づくり事業
（介護保険特別会計）

高齢者の介護予防と生きがいづくりを図るため、高齢者が気軽に集まり交流する
場として、常設型の「居場所」をマイタウン白河に設置する。

新規 高齢福祉課

28 福祉・介護人材確保支援事業
しらかわ介護福祉専門学校の学生に対し、教材費の一部を助成し、学生の経済
的な負担を軽減する。また、資格取得のための「介護職員初任者研修」の受講料
の一部を助成する。

継続 高齢福祉課

29
介護予防・生活支援サービス事
業（介護保険特別会計）

　総合事業の開始に伴い、「介護予防訪問介護」と「介護予防通所介護」に加え、
本市独自のサービスとして「介護予防生活支援サービス」と「介護予防運動機能
向上サービス」を新たに実施する。

継続 高齢福祉課

27
一般高齢者介護予防事業
(介護保険特別会計）

高齢者が可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう、
要介護状態になることを予防する。

継続 高齢福祉課

生活支援体制整備事業
（介護保険特別会計）

高齢者が住み慣れた地域でいきいきと生活できるよう地域資源の活用と連携を
図る生活支援協議体とコーディネーターの協働による地域支えあいの仕組みづく
りを推進する。

拡充

20

25

26

24
認知症地域支援・ケア向上事業
（介護保険特別会計）

認知症の方が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域支援推進
員を配置し、家族等の相談や関係機関の連携支援を行うとともに、認知症に対す
る啓発を行う。

高齢福祉課

高齢福祉課

高齢福祉課

在宅医療・介護連携推進事業
（介護保険特別会計）

医療と介護の両方を必要とする高齢者が安心して生活ができるよう、多職種協働
により医療と介護を一体的に提供できる体制作りを「白河地域在宅医療拠点セン
ター」が中心となり推進する。

拡充

高齢福祉課21
認知症高齢者見守り事業
（介護保険特別会計）

認知症の方や家族が住み慣れた地域において安心して暮らし続けるために、認
知症の人の生きがい活動支援や介護家族の支援強化、認知症に関する正しい
知識の普及啓発活動を行う認知症高齢者等支援ボランティアを養成する。

継続

認知症サポーター養成事業
（介護保険特別会計）

認知症高齢者を地域において見守りを行うことにより、認知症高齢者が安心して
暮らすことのできる地域づくりを推進するため、認知症の基本的な知識を有する
認知症サポーターを養成する。

継続

継続 高齢福祉課

23
認知症初期集中支援推進事業
（介護保険特別会計）

認知症の方や家族に対し、早期に関わる初期集中支援チームが自立生活のサ
ポートを行いながら、地域の専門職に対して初期支援のあり方を啓発していく。

継続 高齢福祉課

22
認知症ケアパス普及啓発事業
（介護保険特別会計）

「認知症ケアパス」を作成し、認知症の方やその家族が住み慣れた地域で安心し
て暮らしていくことを目指す。

継続 高齢福祉課



基本目標２　いきいきと健やかで明るい笑顔があふれるまち【健康・福祉・医療分野】

施策 ２－５　障がい者福祉の推進

【めざすまちの姿】

H30事業費（千円）

特定財源
一般財源 H30 H31 H32

12,000

0

12,000

1,632

1,632

0

524

174

350

992,606

743,554

249,052

228,307

170,869

57,438

社会福祉課

社会福祉課

社会福祉課

障がい児通所事業所で発達支援や放課後等デイサービスなどの福祉サービスを
提供する。

継続

居宅や障がい者支援施設、グループホーム等において生活介護、機能訓練、就
労支援等の福祉サービスを提供する。

継続

継続

社会福祉課継続

3ヵ年の事業計画
担当課

1 特定疾患患者見舞金支給事業
指定難病・小児慢性特定疾病・特定疾患患者及び慢性じん疾患により人工透析
を受けている者に対し見舞金を支給する。(平成29年度までは年額30,000円、平
成30年度は年額20,000円、31年度からは年額10,000円)

継続 社会福祉課

区分
地方創生

事業

5
障がい児福祉サービス支給事
業

　障がい者の意思を尊重した福祉施策を推進することで、障がい者が住み慣れた地域で自立した生活を営むために必
要なサービスと支援を受けられる社会が実現しています。

No 事業名 事業概要

2
重度障がい者タクシー運賃等助
成事業

重度の障がいを持つ方に対し燃料費やタクシー料金の一部を助成する。

3

4 障がい福祉サービス支給事業

難聴児補聴器購入費等助成事
業

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中度の難聴を抱える児童に対し、
補聴器の購入費用等の一部を助成することにより、スムーズな言語の習得を促
し健全な発育を支援する。



基本目標２　いきいきと健やかで明るい笑顔があふれるまち【健康・福祉・医療分野】

施策 ２－６　地域福祉の充実

【めざすまちの姿】

H30事業費（千円）

特定財源
一般財源 H30 H31 H32

43,797

0

43,797

6,688

4,439

2,249

677,110

513,301

163,809

社会福祉課

社会福祉課3 生活保護扶助事業
生活保護法の規定に基づき、被保護者の最低限度の生活を保障するとともに、
自立の助長を図るために要する経費を支給する。

継続

2 生活困窮者自立支援事業
生活保護に至る前の段階での自立支援を強化するため、生活困窮者に対し、自
立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給を行うとともに、、家計管理等
の指導を行う「家計相談支援」を実施する。

拡充

地方創生
事業

担当課

1 社会福祉協議会活動支援事業
地域における福祉課題や生活課題が多様化する中で、誰もが安心していきいき
と暮らすことができるよう、市社会福祉協議会が行う各種の福祉事業を運営する
ための財政支援。

継続 社会福祉課

区分

　地域でお互いに助けあい、支えあう心が育まれ、支援を必要としている人に対し、地域ぐるみで支援が行われる地域
活動が活発化していることで、誰もが安心していきいき暮らせる地域社会が実現しています。

No 事業名 事業概要
3ヵ年の事業計画


